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新
年
度
予
算

川
口
の
元
気
を
つ
く
る

平
成
26
年
度
の
新
し
い
予
算
が
ス
タ
ー

ト
し
ま
す
。
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
、

地
域
の
実
情
に
合
っ
た
最
適
な
行
政
サ

ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
、
今
、
川
口

市
が
何
を
す
べ
き
か
を
考
え
、
予
算
編

成
を
行
い
ま
し
た
。

平成26年度総予算　3,578 億4,813万6千円
一 般 会 計 　歳入　歳出　1,732億3,000万円

　一般会計は、人件費を前年度対比、約5億6千万円減とする一方、障害児通所給付費を増額するなど義務的経費であ
る扶助費を約8億6千万円増とし、全体で5億円増となりました。
　歳入は、市税を約22億円増、地方消費税交付金を10億円増と見込んだものの、財源に不足が生ずることから、各基
金からの繰入金を約78億4千万円計上して財源を確保しました。

後期高齢者
　　　医療
看護学校
東口駐車場
交通共済
西口駐車場
用地取得
学童共済

区画整理
 2.1％
下水道
 3.5％
小型自動車6.0％

病院6.3％
水道4.9％

一般会計
48.4％

分担金及び負担金
地方譲与税
地方特例交付金
財産収入
自動車取得税交付金
利子割交付金
配当割交付金

繰越金 1.4％
使用料及び手数料 2.6％
地方交付税 2.7％
諸収入 3.0％
地方消費税
交付金
3.2％
繰入金
4.6％

商工費
0.6％
議会費
0.6％
農業費
0.5％
労働費
0.3％

消防費 3.4％

総務費
7.5％

衛生費
8.9％

公債費
9.4％

土木費
11.9％

教育費
12.3％

民生費
44.4％

2.7％

国庫支出金
18.2％

市税
50.7％市債 5.9％

県支出金
 5.0％

国民健康保険
18.3％

介護保険
8.9％

総予算
3,578億

4,813万6千円

企業会計
11.2％

1.6％

40.4％

特
別

会
計

　一般会計の総額は、1千732億3千万円（前年度対比0.3％増）となりました。
　特別会計の総額は、1千444億6千113万6千円（前年度対比0.3％増）です。これは、
国民健康保険会計と介護保険会計で保険給付費などを増額する一方、小型自動車競走
会計の競走開催収入を減額したことによるものです。
　企業会計の総額は、401億5千7百万円（前年度対比20.9％増）で、全ての会計を合わ
せた総予算額は、3千578億4千813万6千円（前年度対比2.3％増）となりました。

予 算 規 模

予備費
0.1％
諸支出金
0.1％

歳 出
1,732億

3,000万円

歳 入
1,732億

3,000万円
交通安全対策
特別交付金
株式等譲渡
所得割交付金
ゴルフ場利用税
交付金
寄附金

　
各
会
計
の
予
算
や
新
し
い
事
業
を
、
安
全
・
安
心
、
市
民
生
活
の
安
定
、

子
育
て
支
援
の
充
実
、
均
衡
あ
る
地
域
整
備
、
産
業
の
振
興
、
そ
の
他
の
推

進
す
る
事
業
の
６
つ
に
分
け
て
紹
介
し
ま
す
。

平
成
26
年
度
の
主
な
事
業

子
育
て
支
援
の
充
実
民
間
保
育
所
の
新
設・運
営
、私
立
幼
稚
園
に
通
園
す
る
保

護
者
の
負
担
軽
減
や
支
援
の
経
費
な
ど
を
計
上

子
ど
も
医
療
費
支
給
事
業（
継
続
）

病
児
・
病
後
児
保
育
事
業（
拡
充
）

民
間
保
育
所
施
設
整
備
費（
拡
充
）

民
間
保
育
所
運
営
費（
拡
充
）

家
庭
保
育
室
事
業（
継
続
）

留
守
家
庭
児
童
保
育
室
施
設
運
営
費（
継
続
）

家
庭
児
童
相
談
事
業（
拡
充
）

私
立
幼
稚
園
支
援
事
業（
拡
充
）

小
児
夜
間
等
救
急
診
療
事
業（
継
続
）

均
衡
あ
る
地
域
整
備
区
画
整
理
、下
水
道
整
備
、歴
史
自
然
公
園
整
備
の
経
費
な

ど
を
計
上

区
画
整
理
事
業（
継
続
）

歴
史
自
然
公
園
整
備
事
業（
継
続
）

下
水
道
事
業（
継
続
）

都
市
計
画
街
路
整
備
事
業（
継
続
）

芝
・
里
地
区
住
宅
市
街
地
総
合
整
備
事
業（
継
続
）

西
川
口
駅
周
辺
再
生
支
援
事
業（
継
続
）

仮
称
前
川
町
第
８
公
園
整
備
事
業（
新
規
）

元
郷
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
広
場
整
備
事
業（
新
規
）

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
運
行
事
業（
継
続
）

市
民
生
活
の
安
定

成
年
後
見
制
度
の
相
談・支
援
や
市
民
後
見
人
の
養
成・活

動
支
援
な
ど
を
行
う
成
年
後
見
セ
ン
タ
ー
の
設
置
、予
防
接

種
の
経
費
な
ど
を
計
上

成
年
後
見
制
度
利
用
促
進
事
業（
新
規
）

予
防
接
種
事
業（
継
続
）

母
子
健
康
手
帳
交
付
・
妊
婦
健
康
診
査
等
事
業（
継
続
）

が
ん
検
診
事
業（
継
続
）

健
康
診
査
事
業（
継
続
）

生
活
保
護
費
支
給
事
業（
継
続
）

給
食
費
援
助
事
業（
継
続
）

奨
学
事
業
運
営
費（
継
続
）

求
職
支
援
・
相
談
事
業（
継
続
）

そ
の
他
の
推
進
す
る

事
業

火
葬
施
設
建
設・新
市
立
高
等
学
校
建
設・新
庁
舎
建
設
の

３
大
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、「
か
わ
ぐ
ち
グ
リ
ー
ン・エ
ナ
ジ
ー
戦
略
」

に
基
づ
く
事
業
、市
民
と
の
協
働
の
経
費
な
ど
を
計
上

行
政
評
価
運
用
事
業（
継
続
）

総
合
計
画
改
定
事
業（
継
続
）

市
民
と
の
協
働
推
進
事
業（
継
続
）

火
葬
施
設
整
備
事
業（
継
続
）

新
市
立
高
等
学
校
建
設
事
業（
継
続
）

新
庁
舎
建
設
基
本
構
想
・
基
本
計
画
策
定
事
業（
継
続
）

ご
当
地
ナ
ン
バ
ー
川
口
導
入
事
業（
新
規
）

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
活
性
化
事
業
補
助
金（
新
規
）

地
球
高
温
化
対
策
活
動
支
援
事
業（
継
続
）

安
全
・
安
心

公
共
施
設
の
改
築
工
事・耐
震
改
修
、生
活
道
路
で
の
歩
行

者
の
安
全
確
保
、災
害
の
備
え
の
経
費
な
ど
を
計
上

小
・
中
学
校
改
築
事
業（
継
続
）

公
立
保
育
所
改
築
事
業（
新
規
）

公
民
館
改
築
事
業（
新
規
）

橋
り
ょ
う
耐
震
補
強
事
業（
継
続
）

橋
り
ょ
う
長
寿
命
化
修
繕
事
業（
継
続
）

市
営
朝
日
高
層
住
宅
耐
震
改
修
事
業（
継
続
）

市
営
領
家
高
層
住
宅
耐
震
改
修
等
事
業（
新
規
）

河
川
整
備
事
業（
継
続
）

道
路
速
度
規
制
安
全
対
策
事
業（
継
続
）

災
害
対
策
事
業（
継
続
）

防
災
無
線
デ
ジ
タ
ル
機
器
整
備
・
子
局
増
設
事
業（
継
続
）

消
防
水
利
整
備
事
業（
継
続
）

産
業
の
振
興

中
小
企
業
資
金
融
資
、プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
商
品
券
発
行
費
用

の
補
助
な
ど
商
店
街
活
性
化
、川
口
宿 

鳩
ヶ
谷
宿 

日
光
御

成
道
ま
つ
り
関
連
事
業
な
ど
観
光
事
業
の
経
費
な
ど
を
計
上

中
小
企
業
資
金
融
資
事
業（
継
続
）

工
業
振
興
事
業（
継
続
）

商
店
街
活
性
化
事
業（
継
続
）

産
業
振
興
推
進
事
業（
継
続
）

観
光
事
業（
拡
充
）

映
画
祭
関
連
事
業（
継
続
）

川
口
農
業
塾
開
催
事
業（
継
続
）
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改
築
工
事・耐
震
改
修
、生
活
道
路
で
の
歩
行

者
の
安
全
確
保
、災
害
の
備
え
の
経
費
な
ど
を
計
上

小
・
中
学
校
改
築
事
業（
継
続
）

公
立
保
育
所
改
築
事
業（
新
規
）

公
民
館
改
築
事
業（
新
規
）

橋
り
ょ
う
耐
震
補
強
事
業（
継
続
）

橋
り
ょ
う
長
寿
命
化
修
繕
事
業（
継
続
）

市
営
朝
日
高
層
住
宅
耐
震
改
修
事
業（
継
続
）

市
営
領
家
高
層
住
宅
耐
震
改
修
等
事
業（
新
規
）

河
川
整
備
事
業（
継
続
）

道
路
速
度
規
制
安
全
対
策
事
業（
継
続
）

災
害
対
策
事
業（
継
続
）

防
災
無
線
デ
ジ
タ
ル
機
器
整
備
・
子
局
増
設
事
業（
継
続
）

消
防
水
利
整
備
事
業（
継
続
）

産
業
の
振
興

中
小
企
業
資
金
融
資
、プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
商
品
券
発
行
費
用

の
補
助
な
ど
商
店
街
活
性
化
、川
口
宿 

鳩
ヶ
谷
宿 

日
光
御

成
道
ま
つ
り
関
連
事
業
な
ど
観
光
事
業
の
経
費
な
ど
を
計
上

中
小
企
業
資
金
融
資
事
業（
継
続
）

工
業
振
興
事
業（
継
続
）

商
店
街
活
性
化
事
業（
継
続
）

産
業
振
興
推
進
事
業（
継
続
）

観
光
事
業（
拡
充
）

映
画
祭
関
連
事
業（
継
続
）

川
口
農
業
塾
開
催
事
業（
継
続
）
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新
年
度
予
算

川
口
の
元
気
を
つ
く
る

平
成
26
年
度
の
新
し
い
予
算
が
ス
タ
ー

ト
し
ま
す
。
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
、

地
域
の
実
情
に
合
っ
た
最
適
な
行
政
サ

ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
、
今
、
川
口

市
が
何
を
す
べ
き
か
を
考
え
、
予
算
編

成
を
行
い
ま
し
た
。

平成26年度総予算　3,578 億4,813万6千円
一 般 会 計 　歳入　歳出　1,732億3,000万円

　一般会計は、人件費を前年度対比、約5億6千万円減とする一方、障害児通所給付費を増額するなど義務的経費であ
る扶助費を約8億6千万円増とし、全体で5億円増となりました。
　歳入は、市税を約22億円増、地方消費税交付金を10億円増と見込んだものの、財源に不足が生ずることから、各基
金からの繰入金を約78億4千万円計上して財源を確保しました。

後期高齢者
　　　医療
看護学校
東口駐車場
交通共済
西口駐車場
用地取得
学童共済

区画整理
 2.1％
下水道
 3.5％
小型自動車6.0％

病院6.3％
水道4.9％

一般会計
48.4％

分担金及び負担金
地方譲与税
地方特例交付金
財産収入
自動車取得税交付金
利子割交付金
配当割交付金

繰越金 1.4％
使用料及び手数料 2.6％
地方交付税 2.7％
諸収入 3.0％
地方消費税
交付金
3.2％
繰入金
4.6％

商工費
0.6％
議会費
0.6％
農業費
0.5％
労働費
0.3％

消防費 3.4％

総務費
7.5％

衛生費
8.9％

公債費
9.4％

土木費
11.9％

教育費
12.3％

民生費
44.4％

2.7％

国庫支出金
18.2％

市税
50.7％市債 5.9％

県支出金
 5.0％

国民健康保険
18.3％

介護保険
8.9％

総予算
3,578億

4,813万6千円

企業会計
11.2％

1.6％

40.4％

特
別

会
計

　一般会計の総額は、1千732億3千万円（前年度対比0.3％増）となりました。
　特別会計の総額は、1千444億6千113万6千円（前年度対比0.3％増）です。これは、
国民健康保険会計と介護保険会計で保険給付費などを増額する一方、小型自動車競走
会計の競走開催収入を減額したことによるものです。
　企業会計の総額は、401億5千7百万円（前年度対比20.9％増）で、全ての会計を合わ
せた総予算額は、3千578億4千813万6千円（前年度対比2.3％増）となりました。

予 算 規 模

予備費
0.1％
諸支出金
0.1％

歳 出
1,732億

3,000万円

歳 入
1,732億

3,000万円
交通安全対策
特別交付金
株式等譲渡
所得割交付金
ゴルフ場利用税
交付金
寄附金

　
各
会
計
の
予
算
や
新
し
い
事
業
を
、
安
全
・
安
心
、
市
民
生
活
の
安
定
、

子
育
て
支
援
の
充
実
、
均
衡
あ
る
地
域
整
備
、
産
業
の
振
興
、
そ
の
他
の
推

進
す
る
事
業
の
６
つ
に
分
け
て
紹
介
し
ま
す
。

平
成
26
年
度
の
主
な
事
業

子
育
て
支
援
の
充
実
民
間
保
育
所
の
新
設・運
営
、私
立
幼
稚
園
に
通
園
す
る
保

護
者
の
負
担
軽
減
や
支
援
の
経
費
な
ど
を
計
上

子
ど
も
医
療
費
支
給
事
業（
継
続
）

病
児
・
病
後
児
保
育
事
業（
拡
充
）

民
間
保
育
所
施
設
整
備
費（
拡
充
）

民
間
保
育
所
運
営
費（
拡
充
）

家
庭
保
育
室
事
業（
継
続
）

留
守
家
庭
児
童
保
育
室
施
設
運
営
費（
継
続
）

家
庭
児
童
相
談
事
業（
拡
充
）

私
立
幼
稚
園
支
援
事
業（
拡
充
）

小
児
夜
間
等
救
急
診
療
事
業（
継
続
）

均
衡
あ
る
地
域
整
備
区
画
整
理
、下
水
道
整
備
、歴
史
自
然
公
園
整
備
の
経
費
な

ど
を
計
上

区
画
整
理
事
業（
継
続
）

歴
史
自
然
公
園
整
備
事
業（
継
続
）

下
水
道
事
業（
継
続
）

都
市
計
画
街
路
整
備
事
業（
継
続
）

芝
・
里
地
区
住
宅
市
街
地
総
合
整
備
事
業（
継
続
）

西
川
口
駅
周
辺
再
生
支
援
事
業（
継
続
）

仮
称
前
川
町
第
８
公
園
整
備
事
業（
新
規
）

元
郷
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
広
場
整
備
事
業（
新
規
）

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
運
行
事
業（
継
続
）

市
民
生
活
の
安
定

成
年
後
見
制
度
の
相
談・支
援
や
市
民
後
見
人
の
養
成・活

動
支
援
な
ど
を
行
う
成
年
後
見
セ
ン
タ
ー
の
設
置
、予
防
接

種
の
経
費
な
ど
を
計
上

成
年
後
見
制
度
利
用
促
進
事
業（
新
規
）

予
防
接
種
事
業（
継
続
）

母
子
健
康
手
帳
交
付
・
妊
婦
健
康
診
査
等
事
業（
継
続
）

が
ん
検
診
事
業（
継
続
）

健
康
診
査
事
業（
継
続
）

生
活
保
護
費
支
給
事
業（
継
続
）

給
食
費
援
助
事
業（
継
続
）

奨
学
事
業
運
営
費（
継
続
）

求
職
支
援
・
相
談
事
業（
継
続
）

そ
の
他
の
推
進
す
る

事
業

火
葬
施
設
建
設・新
市
立
高
等
学
校
建
設・新
庁
舎
建
設
の

３
大
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、「
か
わ
ぐ
ち
グ
リ
ー
ン・エ
ナ
ジ
ー
戦
略
」

に
基
づ
く
事
業
、市
民
と
の
協
働
の
経
費
な
ど
を
計
上

行
政
評
価
運
用
事
業（
継
続
）

総
合
計
画
改
定
事
業（
継
続
）

市
民
と
の
協
働
推
進
事
業（
継
続
）

火
葬
施
設
整
備
事
業（
継
続
）

新
市
立
高
等
学
校
建
設
事
業（
継
続
）

新
庁
舎
建
設
基
本
構
想
・
基
本
計
画
策
定
事
業（
継
続
）

ご
当
地
ナ
ン
バ
ー
川
口
導
入
事
業（
新
規
）

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
活
性
化
事
業
補
助
金（
新
規
）

地
球
高
温
化
対
策
活
動
支
援
事
業（
継
続
）

安
全
・
安
心

公
共
施
設
の
改
築
工
事・耐
震
改
修
、生
活
道
路
で
の
歩
行

者
の
安
全
確
保
、災
害
の
備
え
の
経
費
な
ど
を
計
上

小
・
中
学
校
改
築
事
業（
継
続
）

公
立
保
育
所
改
築
事
業（
新
規
）

公
民
館
改
築
事
業（
新
規
）

橋
り
ょ
う
耐
震
補
強
事
業（
継
続
）

橋
り
ょ
う
長
寿
命
化
修
繕
事
業（
継
続
）

市
営
朝
日
高
層
住
宅
耐
震
改
修
事
業（
継
続
）

市
営
領
家
高
層
住
宅
耐
震
改
修
等
事
業（
新
規
）

河
川
整
備
事
業（
継
続
）

道
路
速
度
規
制
安
全
対
策
事
業（
継
続
）

災
害
対
策
事
業（
継
続
）

防
災
無
線
デ
ジ
タ
ル
機
器
整
備
・
子
局
増
設
事
業（
継
続
）

消
防
水
利
整
備
事
業（
継
続
）

産
業
の
振
興

中
小
企
業
資
金
融
資
、プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
商
品
券
発
行
費
用

の
補
助
な
ど
商
店
街
活
性
化
、川
口
宿 

鳩
ヶ
谷
宿 

日
光
御

成
道
ま
つ
り
関
連
事
業
な
ど
観
光
事
業
の
経
費
な
ど
を
計
上

中
小
企
業
資
金
融
資
事
業（
継
続
）

工
業
振
興
事
業（
継
続
）

商
店
街
活
性
化
事
業（
継
続
）

産
業
振
興
推
進
事
業（
継
続
）

観
光
事
業（
拡
充
）

映
画
祭
関
連
事
業（
継
続
）

川
口
農
業
塾
開
催
事
業（
継
続
）
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新
年
度
予
算

川
口
の
元
気
を
つ
く
る

平
成
26
年
度
の
新
し
い
予
算
が
ス
タ
ー

ト
し
ま
す
。
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
、

地
域
の
実
情
に
合
っ
た
最
適
な
行
政
サ

ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
、
今
、
川
口

市
が
何
を
す
べ
き
か
を
考
え
、
予
算
編

成
を
行
い
ま
し
た
。

平成26年度総予算　3,578 億4,813万6千円
一 般 会 計 　歳入　歳出　1,732億3,000万円

　一般会計は、人件費を前年度対比、約5億6千万円減とする一方、障害児通所給付費を増額するなど義務的経費であ
る扶助費を約8億6千万円増とし、全体で5億円増となりました。
　歳入は、市税を約22億円増、地方消費税交付金を10億円増と見込んだものの、財源に不足が生ずることから、各基
金からの繰入金を約78億4千万円計上して財源を確保しました。

後期高齢者
　　　医療
看護学校
東口駐車場
交通共済
西口駐車場
用地取得
学童共済

区画整理
 2.1％
下水道
 3.5％
小型自動車6.0％

病院6.3％
水道4.9％

一般会計
48.4％

分担金及び負担金
地方譲与税
地方特例交付金
財産収入
自動車取得税交付金
利子割交付金
配当割交付金

繰越金 1.4％
使用料及び手数料 2.6％
地方交付税 2.7％
諸収入 3.0％
地方消費税
交付金
3.2％
繰入金
4.6％

商工費
0.6％
議会費
0.6％
農業費
0.5％
労働費
0.3％

消防費 3.4％

総務費
7.5％

衛生費
8.9％

公債費
9.4％

土木費
11.9％

教育費
12.3％

民生費
44.4％

2.7％

国庫支出金
18.2％

市税
50.7％市債 5.9％

県支出金
 5.0％

国民健康保険
18.3％

介護保険
8.9％

総予算
3,578億

4,813万6千円

企業会計
11.2％

1.6％

40.4％

特
別

会
計

　一般会計の総額は、1千732億3千万円（前年度対比0.3％増）となりました。
　特別会計の総額は、1千444億6千113万6千円（前年度対比0.3％増）です。これは、
国民健康保険会計と介護保険会計で保険給付費などを増額する一方、小型自動車競走
会計の競走開催収入を減額したことによるものです。
　企業会計の総額は、401億5千7百万円（前年度対比20.9％増）で、全ての会計を合わ
せた総予算額は、3千578億4千813万6千円（前年度対比2.3％増）となりました。

予 算 規 模

予備費
0.1％
諸支出金
0.1％

歳 出
1,732億

3,000万円

歳 入
1,732億

3,000万円
交通安全対策
特別交付金
株式等譲渡
所得割交付金
ゴルフ場利用税
交付金
寄附金

　
各
会
計
の
予
算
や
新
し
い
事
業
を
、
安
全
・
安
心
、
市
民
生
活
の
安
定
、

子
育
て
支
援
の
充
実
、
均
衡
あ
る
地
域
整
備
、
産
業
の
振
興
、
そ
の
他
の
推

進
す
る
事
業
の
６
つ
に
分
け
て
紹
介
し
ま
す
。

平
成
26
年
度
の
主
な
事
業

子
育
て
支
援
の
充
実
民
間
保
育
所
の
新
設・運
営
、私
立
幼
稚
園
に
通
園
す
る
保

護
者
の
負
担
軽
減
や
支
援
の
経
費
な
ど
を
計
上

子
ど
も
医
療
費
支
給
事
業（
継
続
）

病
児
・
病
後
児
保
育
事
業（
拡
充
）

民
間
保
育
所
施
設
整
備
費（
拡
充
）

民
間
保
育
所
運
営
費（
拡
充
）

家
庭
保
育
室
事
業（
継
続
）

留
守
家
庭
児
童
保
育
室
施
設
運
営
費（
継
続
）

家
庭
児
童
相
談
事
業（
拡
充
）

私
立
幼
稚
園
支
援
事
業（
拡
充
）

小
児
夜
間
等
救
急
診
療
事
業（
継
続
）

均
衡
あ
る
地
域
整
備
区
画
整
理
、下
水
道
整
備
、歴
史
自
然
公
園
整
備
の
経
費
な

ど
を
計
上

区
画
整
理
事
業（
継
続
）

歴
史
自
然
公
園
整
備
事
業（
継
続
）

下
水
道
事
業（
継
続
）

都
市
計
画
街
路
整
備
事
業（
継
続
）

芝
・
里
地
区
住
宅
市
街
地
総
合
整
備
事
業（
継
続
）

西
川
口
駅
周
辺
再
生
支
援
事
業（
継
続
）

仮
称
前
川
町
第
８
公
園
整
備
事
業（
新
規
）

元
郷
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
広
場
整
備
事
業（
新
規
）

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
運
行
事
業（
継
続
）

市
民
生
活
の
安
定

成
年
後
見
制
度
の
相
談・支
援
や
市
民
後
見
人
の
養
成・活

動
支
援
な
ど
を
行
う
成
年
後
見
セ
ン
タ
ー
の
設
置
、予
防
接

種
の
経
費
な
ど
を
計
上

成
年
後
見
制
度
利
用
促
進
事
業（
新
規
）

予
防
接
種
事
業（
継
続
）

母
子
健
康
手
帳
交
付
・
妊
婦
健
康
診
査
等
事
業（
継
続
）

が
ん
検
診
事
業（
継
続
）

健
康
診
査
事
業（
継
続
）

生
活
保
護
費
支
給
事
業（
継
続
）

給
食
費
援
助
事
業（
継
続
）

奨
学
事
業
運
営
費（
継
続
）

求
職
支
援
・
相
談
事
業（
継
続
）

そ
の
他
の
推
進
す
る

事
業

火
葬
施
設
建
設・新
市
立
高
等
学
校
建
設・新
庁
舎
建
設
の

３
大
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、「
か
わ
ぐ
ち
グ
リ
ー
ン・エ
ナ
ジ
ー
戦
略
」

に
基
づ
く
事
業
、市
民
と
の
協
働
の
経
費
な
ど
を
計
上

行
政
評
価
運
用
事
業（
継
続
）

総
合
計
画
改
定
事
業（
継
続
）

市
民
と
の
協
働
推
進
事
業（
継
続
）

火
葬
施
設
整
備
事
業（
継
続
）

新
市
立
高
等
学
校
建
設
事
業（
継
続
）

新
庁
舎
建
設
基
本
構
想
・
基
本
計
画
策
定
事
業（
継
続
）

ご
当
地
ナ
ン
バ
ー
川
口
導
入
事
業（
新
規
）

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
活
性
化
事
業
補
助
金（
新
規
）

地
球
高
温
化
対
策
活
動
支
援
事
業（
継
続
）

安
全
・
安
心

公
共
施
設
の
改
築
工
事・耐
震
改
修
、生
活
道
路
で
の
歩
行

者
の
安
全
確
保
、災
害
の
備
え
の
経
費
な
ど
を
計
上

小
・
中
学
校
改
築
事
業（
継
続
）

公
立
保
育
所
改
築
事
業（
新
規
）

公
民
館
改
築
事
業（
新
規
）

橋
り
ょ
う
耐
震
補
強
事
業（
継
続
）

橋
り
ょ
う
長
寿
命
化
修
繕
事
業（
継
続
）

市
営
朝
日
高
層
住
宅
耐
震
改
修
事
業（
継
続
）

市
営
領
家
高
層
住
宅
耐
震
改
修
等
事
業（
新
規
）

河
川
整
備
事
業（
継
続
）

道
路
速
度
規
制
安
全
対
策
事
業（
継
続
）

災
害
対
策
事
業（
継
続
）

防
災
無
線
デ
ジ
タ
ル
機
器
整
備
・
子
局
増
設
事
業（
継
続
）

消
防
水
利
整
備
事
業（
継
続
）

産
業
の
振
興

中
小
企
業
資
金
融
資
、プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
商
品
券
発
行
費
用

の
補
助
な
ど
商
店
街
活
性
化
、川
口
宿 

鳩
ヶ
谷
宿 

日
光
御

成
道
ま
つ
り
関
連
事
業
な
ど
観
光
事
業
の
経
費
な
ど
を
計
上

中
小
企
業
資
金
融
資
事
業（
継
続
）

工
業
振
興
事
業（
継
続
）

商
店
街
活
性
化
事
業（
継
続
）

産
業
振
興
推
進
事
業（
継
続
）

観
光
事
業（
拡
充
）

映
画
祭
関
連
事
業（
継
続
）

川
口
農
業
塾
開
催
事
業（
継
続
）


